（別紙１別添２）
改 善 事 業 の 実 施 に 必 要 な 資 金 の 調 達 方 法

  組合等の名称：                                                                                                              　　　　                     （単位：万円）
	改善事業の項目
	調達先
	自己資金
	国及び都
道府県か
らの補助
	国からの助成
	政 府 金 融 機 関 等 か ら の 借 入 れ
	民間金融
機関から
の借入れ
	その他
	合　計
	備　考

	
	
	
	
	
	日本政策金融公庫
	
	
	その他
	
	
	
	

	
	内訳
	
	
	
	
	特　利　分
	
	
	
	
	
	
	
	

	労働時間等の設
定の改善



	設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	運営
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	
	小計
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	男女の雇用機会
均等の確保及び
職業生活と家庭
生活との両立支
援
	設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	運営
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	
	小計
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	職場環境の改善



	設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	運営
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	
	小計
	***
	
	***
	
	※国からの助成金は、労働環境向上事業にかかった経費の２／３の額。
構成中小企業者の数により、次のとおり支給限度額があります。
大規模認定組合（構成中小企業者数500社以上）　　　　　　　上限額　1,000万円
中規模認定組合（構成中小企業者数100社以上500社未満）　　上限額　  800万円
小規模認定組合（構成中小企業者数100社未満）　　　　　　　上限額　  600万円

	
	
	
	
	
	
	***
	

	福利厚生の充実


	施設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土地
	
	
	
	※国からの助成金は、労働環境向上事業にかかった経費の２／３の額。
構成中小企業者の数により、次のとおり支給限度額があります。
大規模認定組合（構成中小企業者数500社以上）　　　　　　　上限額　1,000万円
中規模認定組合（構成中小企業者数100社以上500社未満）　　上限額　  800万円
小規模認定組合（構成中小企業者数100社未満）　　　　　　　上限額　  600万円

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	運営
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	
	小計
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	募集・採用の改善
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	教育訓練の充実
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	その他の雇用管理の改善
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	

	合　　　計
	***
	
	***
	
	
	
	
	
	
	
	
	***
	


  （注）都道府県等が単独で行う補助がある場合にはその他の欄に記載して下さい。※国からの助成金は、労働環境向上事業にかかった経費の２／３の額。
構成中小企業者の数により、次のとおり支給限度額があります。
大規模認定組合（構成中小企業者数500社以上）　　　　　　　上限額　1,000万円
中規模認定組合（構成中小企業者数100社以上500社未満）　　上限額　  800万円
小規模認定組合（構成中小企業者数100社未満）　　　　　　　上限額　  600万円


